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WG事務局：環境省

脱炭素燃料WG



脱炭素燃料WGの活動について（1/3）

WG承認年月 202３年９月

参加団体・個人

※敬称略、50音順（2026年１月現在12団体、個人2名）
 株式会社IHI
 株式会社えこでん
 応用地質株式会社
 郡山観光交通株式会社
 全日本空輸株式会社
 大成建設株式会社
 デロイトトーマツコンサルティング合同会社
 西松建設株式会社
 日揮株式会社
 日鉄エンジニアリング株式会社
 日本エヌ・ユー・エス株式会社

活動経緯（概要）

 WGの枠組み検討を推進すべく、燃料事業者、運航事業者、電気事業者等をメン
バーに迎えた。

 2022年、航空機燃料としてSAF導入を検討すべく、サプライチェーン構築に向け
た検討に着手。

 同年、グリーン水素を活用した脱炭素化をテーマに設定。
 2023年、脱炭素燃料の利活用を検討している地域に対して、課題感・ニーズのヒ

アリングを実施。
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 一般社団法人高純度バイオ
ディーゼル燃料事業者連合会

 齋藤 拓也(弁理士法人正林国際
特許商標事務所より個人参加)

 村谷 正之（沖電気工業株式会社
より個人参加）



脱炭素燃料WGの活動について（2/3）

活動結果

【総括】
 WG事務局・メンバーへの加入促進等の体制を検討。
 グリーン水素を活用した脱炭素化をテーマに設定し、RE100を目指す産業団地を

有する自治体に対して、課題感・ニーズのヒアリングを実施。
 参加団体等の脱炭素に資する製品・サービスの情報を整理。
【課題】
 各脱炭素燃料のサプライチェーンごとに課題解決を検討できるメンバーの構成。
 事業化検討に向けた、WG事務局の立ち上げ。
 地域課題を解決し、地域特性（農業残渣等の未利用資源、廃棄物等）から生まれる

脱炭素燃料の発掘。
（水素）
 水素サプライチェーンの構築にあたり、価格競争力・供給安定性の強化が必要であ

る。
 水素需要の拡大に向けて、産業部門・運輸部門におけるニーズを確認したい。
 産業団地において水素利活用が推進できるような環境構築が必要である。
【対応策（案）】
 WG事務局候補への打診。
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脱炭素燃料WGの活動について（3/3）

今後の予定

【次年度（2026年度）の目標・方向性・将来像】※叩き台
 水素、SAF、PE油などの各脱炭素燃料のサプライチェーンごとに課題解決を検討

できるメンバーを構成し、プロジェクトの立ち上げに着手。
 WG事務局の立ち上げ。
 地域特性を考慮し、未利用資源（農業･畜産業残渣や廃棄物等）や水素（FH2R等と

の連携可能性の模索）の利活用方策を検討するため、WG間の連携を図る。

【2030年度の目標・方向性・将来像】※叩き台
 複数の脱炭素燃料分野の首都圏と地域のキープレイヤーを組み込み、サプライ

チェーン構築に向けた本格的な取組に着手している状態。
 脱炭素燃料のサプライチェーンの構築を軸に、福島12市町村等の浜通り地域の広

域連携モデルを実現。
 地域還元型電源開発WG、廃棄物WGや農業WG等のメンバーとの連携による

サーキュラーエコノミーを軸とした地域循環共生圏の形成に貢献。
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※製品・サービス等各種お問い合わせは、本WG事務局の環境省、もしくは各ページ下部に記載の連絡先までお願いいたします。

WG事務局連絡先：環境省環境再生グループ（環境再生・資源循環局）福島再生・未来志向プロジェクト推進室

【燃料WG】

参加団体等による
脱炭素製品・サービス提案一覧



対応する脱炭素方策
＜提案・アイデア＞

 水素・CO2を活用したカーボン
リサイクル燃料の製造・利活用

 運輸・産業部門に対する燃料と
しての水素利活用

 藻類・廃棄物・エネルギー作物
由来のバイオ燃料製造・利活用
等を通じた燃料の脱炭素化

WGが提案する脱炭素施策
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脱炭素燃料WGでは「バイオ燃料・水素を活用した燃料供給・利活用による事業化による脱炭素を達
成する」という方針で検討を進めてきた。

脱炭素燃料の分野における脱炭素に貢献する製品・サービスについて、 「WG参加団体等による脱
炭素製品・サービス提案一覧」としてとりまとめた。

主要な地域課題＜ニーズ＞

 地域の未利用資源（農
業・畜産業残差や廃棄
物等）の利活用

 水素等の活用

これまでの検討で把握した課題

 水素サプライチェーンの構築にあたり、価格競争力・
供給安定性の強化が必要である。

 水素需要の拡大に向けて、産業部門・運輸部門におけ
るニーズの確認が必要である。

 産業団地において水素利活用が推進できるような環境
構築が必要である。

 地域課題を解決し、地域特性から生まれる脱炭素燃料
の発掘が求められる。

【目指す姿】
✓ 水素に係る浜通り地域周辺での需要家特定及び県外からの需要家誘致の進展
✓ 各脱炭素燃料のキープレイヤーを特定し、サプライチェーン構築に向けた本格的な取組に着手できている状態



提案一覧
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企業名 所在地 提案概要 詳細

応用地質株式会社
福島県福島市
東京都 他

地質学を応用して社会に役立てようと1957年に創業しました。「防災・インフラ」や「環境・エネルギー」に関する事業を展開し
ています。2011年の東日本大震災後、継続して福島の震災復興事業に携わっています。現在は、脱炭素、まちづくり、に関す
る業務も実施し、洋上風力、CCS、地中熱、地熱、脱炭素計画等の業務も積極的に行っています。
貢献局面：①炭素吸収、③設計建設、④利用、⑤資源循環、⑥その他（環境意識啓発、エコドライブ）
貢献内容：省エネ、地域貢献、環境啓発、資源循環

ー

全日本空輸株式会社 東京都港区
２０２１年より、参画企業と協力して産業横断的にSAF利用を推進し、Scope3のバリューチェーンにおけるCO2排出を削減
するパートナーシップ・プログラムであるSFI（SAF Flight Initiative）を展開しております。
SFIウェブサイト：https://www.ana.co.jp/ja/jp/brand/ana-future-promise/saf-flight-initiative/

ー

日揮株式会社
神奈川県
横浜市

1928年創業。国内事業ではエネルギートランジション領域やヘルスケア・ライフサイエンス領域でEPCを実施してきました。
新規事業として次世代太陽電池の施工・販売事業を進めています。これまで再エネの導入を諦めてきた軽量屋根に太陽電池
を導入し、脱炭素の推進に貢献いたします。

P7

日鉄エンジニアリング㈱ 東京都品川区
2006年4月日本製鉄より分社。環境エネルギー、都市インフラ事業を中心とするプラント関連EPC、また設備稼働に関する
O&Mサービスを手掛ける。

P8

六洋電気株式会社 福島県福島市
1976年電気設備工事会社として福島市に設立。公共事業や民間の建設工事に多く関わってきました。
2018年より廃棄プラスチックの油化事業を開始し、廃棄物の減容、リサイクル、新しい燃料の創出と利用を推進しています。

P9～16

※企業名50音順



【日揮株式会社】”張る”太陽電池による軽量屋根への施工
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◆「軽くて薄い」次世代型太陽電池(ペロブスカイト太陽電池等)を施工しやすいモジュールへと加工し、

これまで設置を諦められていた軽量屋根(折板屋根等)への施工を可能にしました。

貢献内容：省エネ

どこでも発電所のシート工法
発電×遮熱×軽量

遮熱シートをペロブスカイト太陽電池の架台として使用
することで、発電能力を損なわず、「遮熱による省エ
ネ」と「軽量な施工」を実現します

重量 2.5 kg/m2 耐風速 62 m/s

遮熱 -10 ℃(屋根温度) 施工速度 100 m2/day・人

※数値は設計目標を記載しています



【日鉄エンジニアリング】
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◆福島セルロースエタノール実証設備建設工事

【プロジェクトの特徴】

本プロジェクトは、当社にとって初のセルロースエタノール案件であり、トヨタ自動車（株）を中心とする「次世代グリーンCO2燃料技術研究組合※」（以下、研究組合）が、東日本大震災後の地域の自立・帰還支援雇用創出
企業立地補助金の対象として、経済産業省により採択されたものです。

研究対象は、バイオエタノール（第二世代）の生産技術、カーボンニュートラル技術の効率向上研究を目的としており、2022年7月に燃料を『つくる』プロセスでの効率化を研究するために研究組合が設立されました。

※トヨタ自動車(株)・豊田通商(株)・ENEOS(株)・スズキ(株)・(株)SUBARU・ダイハツ工業(株)・マツダ(株)の7社が参画

・参考URL ： https://global.toyota/jp/newsroom/corporate/38998746.html

https://global.toyota/jp/newsroom/corporate/38998746.html


【六洋電気株式会社】 「廃プラは町の油田」
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◆油化装置により廃棄プラスチックを油化し新たなリサイクル燃料として供給

油化装置による廃棄プラスチック油化事業

①2019年11月にカーボンオフセット利用に関する契約を締結し、弊社の油化油についてはカーボンセット
利用可能です2.17㎏-CO2/㍑

1，油化装置の特徴は電気だけで動く 2，２４時間の連続運転が出来る 3，触媒を使用しない
4，圧力容器ではない 5，高効率(1Kg⇒1㍑) 6，省エネ（1㎏⇒1㍑/0.65～1kwh）

油化装置の特徴

生成油の特徴

②ボイラー等の燃焼機器の燃料として、ディーゼル発電機での発電利用、ディーゼル内燃機の燃料としての
利用が出来る

③電気だけで動くので、再生可能エネルギーだけで運転可能なので製造される生成油は元々カーボン
ニュートラルの製品として生成される
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◆油化装置により廃棄プラスチックを油化し新たなリサイクル燃料として供給

油化装置による廃棄プラスチック油化事業で目指す事

②燃料油としての利用だけでなく、この油化された生成油から新たにプラスチックを製造する事で
サーキュラーエコノミーの実現に寄与する為の一助とする事を目指す

①身の回りにあふれている廃棄プラスチックをリサイクルし、生活や事業活動に役に立つ燃料にする事で
町の中の廃棄プラスチックというゴミを無くし、廃棄プラスチックの従来の処理により発生する環境負荷の
低減の実現を目指す

③今話題となっているSAFの製造も本生成油からは、他の原料と比較して低コストで製造可能でありと同
時に原料は元々ゴミである為、材料の収集も他の原料と比較して集め易い事でSAFの製造への貢献する事
を目指す

④燃料油として利用時に軽油取引税を支払う事で、各自治体の税収入に寄与し使用者も燃料購入費の削減
やCO2排出削減にも寄与する事を目指す

＊油化装置の詳細や油の特徴、利用についての詳細は次ページより参照下さい

【六洋電気株式会社】 「廃プラは町の油田」
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【六洋電気株式会社】 「廃プラは町の油田」
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【六洋電気株式会社】 「廃プラは町の油田」
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【六洋電気株式会社】 「廃プラは町の油田」
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【六洋電気株式会社】 「廃プラは町の油田」
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【六洋電気株式会社】 「廃プラは町の油田」
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【六洋電気株式会社】 「廃プラは町の油田」

◎今現在の取組として
①地元行政との連携
◇福島市と連携して、福島市の一般廃棄物の廃プラ1500ｔ/年を油化（リサイクル）し、生成油を焼却施設の助燃材として、活用す
ると共に余剰油で発電をして、場内の電気として活用する。
この取組みは市内の企業による、コンソーシアムを組織して官民一体となって取組む予定となっています。
◇油化によるメリット
カーボンオフセット等を利用し、ＣＯ２排出量を直接的に削減する事で、福島市のカーボンニュートラル宣言の一助となる事を目指
します。その他のメリットとしては生成油製造原価が比較的安価の為、市販の油の購入単価と比較して燃料調達費が削減されるメ
リットがある、又最大のメリットは廃棄物のリサイクルによる廃棄物全体量の削減であると同時に、廃プラの焼却処理の時に発生
するＣＯ２の削減や埋立処理量の削減により最終処分場の延命にもつながる
◇デメリットとしては
廃プラの選別・破砕が必要となる為、特に選別をどの様にするかの課題となる
解決策としては、市民の協力の元ゴミの収集時に細かい分別を行う事が必要になるので、その体制の構築や周知に時間と労力、
直接・間接的経費が初期の段階で係ってしまう。

②軽油としての利用
・蒸留により軽油質の油を軽油と混和して軽油税を納付する事で、軽油として販売・使用が可能
この上記の取組は、群馬県において群馬県県税事務所のご指導により軽油としての取り扱いが出来る様になりました、さる1月下
旬に県税事務所に軽油取引税として正式に納税しました、この事で本軽油を自動車等に使用し公道を走れるようになりました、同
時にカーボンオフセットの使用が出来る為、今まで課題とされた運送業、バス事業等の業種のCO2削減が一部ではありますが可
能となると考えます。
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